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終戦後の東京が日本経済の中心地であったことは言うまでもないが、その後 70年を経た現在、その中心性はさら

に高まっている。2016年の東京都の総生産額（名目）は、約 94兆円と全国の 19.4％を占め、一人当たりの県民所得

は約 442万円と全国平均の約 1.5倍だ。その経済力を支えるのは、東京都区部の夜間人口（＝居住人口）約 875万

人と 1,200万人の昼間人口（活動人口）、加えて多くの事業所・企業だ。東京の事業所数（民営）は約 63万所、就業

者数は約 817万人で、それぞれ全国の 11.5％、13.7％を占める。また、会社企業数は約 26万社で全国の 15.2％、

特に資本金10億円以上の企業は全国の 46.1％と半数近くを占める。外資系企業もその 6.5％が東京に立地しており、

国際的なビジネスの拠点ともなっている。日本の首都でもあり、経済や人口が集中する現在の東京がどのように発

展してきたのかを確認しつつ、その発展によって、東京のエリアがどのように変貌していったのかを見る。 

本レポートは、大都市東京がどのように移り変わってきたのかを「人口・世帯」「ライフスタイル」「建築物」「地域開

発」「交通」「小売業・流通業」のカテゴリーごとに分析・予測する連載レポートで、第一回：『東京の人口編』、第二回：

『東京の交通インフラ鉄道編』、第三回：『東京の流通小売編』、第四回：『東京の都市開発・都心オフィス編』、第五

回：『東京の「経済力」編』、第六回：『東京の在住世帯（ﾌｧﾐﾘｰ）の変貌と都市生活編』、第七回：『地域の流入人口

【通勤者・通学者】編』、第八回：『地域の地価と都市形成編』、第九回：『生活革命・憧れの住まい編』、第十回：『都市

活性にはエリアの平均年齢と生産年齢人口が決め手に編』。今回はその最終回。 
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ポスト 2020東京オリンピック「首都東京の行方」 

首都東京の都市形成のプロセスを追う 

第十一回【最終回】 大都市東京で地域格差と地域特性が顕在化 
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エリアの変貌自在が大都市東京の魅力 

バブル崩壊を機に大都市東京で地域格差と地域特性が顕在化。 

日本の首都でもあり、経済や人口が集中する現在の東京がどのように発展してきたのかを確認しつつ、その発展

によって、東京のエリアがどのように変化、変貌していったのか？都市の変化と変貌がその都市の魅力や活性化に

つながることはほとんどないが、こと東京においてはその都市変貌が更に東京の活性化や魅力アップにつながって

いる。東京は 1964年開催の東京オリンピック以降、約半世紀を経過する中で東京と言う大都市の都市構造を大きく

変え、新しい都市になろうとしている。 

 

はじめに 経済停滞と人口変動により都市構造が大きく変わった東京エリア 

 

1964（昭和 39）年の東京オリンピック開催によって、日本の戦後復興は終結し、高度経済成長の中で新しい日本

の政治経済の中心として大発展を遂げる。 

高度経済成長期にはオリンピック開催に向けて道路や鉄道網、大型施設など建設ラッシュが起き、経済面、人口面

においても東京一極集中が烈しく進んだ。東京都の人口は 1967（昭和 42）年に 1千万人を突破するなど、1970（昭和

45）年頃に経済や人口の東京への集中はピークを迎えている。1970年代の東京の市街地では「新宿」「渋谷」「池袋」

などの都区部西側にある大ターミナル駅周辺が副都心として急速に発展し、「日本橋・銀座 VS副都心ターミナル」の

商業地域間競争が勃発した。 

そして、1980年代後半から 1990年代前半の約 10年間で史上初のバブル経済とその崩壊を経験したが、それ以

降の日本は、成長を前提とする経済社会から低経済成長社会へと転じた。約 20年間近く長期不況（平成デフレ）が

続いたが、悪化する経済と同時並行して少子高齢化が進んだ。東京区部の人口は 1980年代のバブル経済期に一

時増えたものの、1970年

以前から始まっている東

京都区部の人口減は止ま

らず、人口回復が本格的

になるのは 1990年頃から

約 20年の時間を必要とし

た。 

都区部の地域人口減と

長期不況は都市の社会構

造の転換を求め始めた。

その観点からいうと、1970

年頃に高成長する都市と

して東京の都市社会構造

が出来上がっている。 

そして、1970年代以降の人口減少・少子高齢化傾向とバブル経済崩壊による長期不況は、1970年代の東京の都

市社会構造を壊さざる得なくなった。人口減と長期不況の中、東京は新しい都市社会構造に対応する都市に変わろ

うとした。2000 年前後から、副都心ターミナルに代わって都心部の都市再生がはじまり、「丸の内」、「品川」、「汐留」、

「六本木」など都心部の都市復活・再生がスタートした。現在進行中の 2020年東京オリンピック・パラリンピックに向

けて実施されている様々な施設整備は、その東京の新しい都市構造づくりへ向かう流れの加速化だ。 
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東京の人口と経済の推移≪1970-2015≫

東京区部人口（万人） 都内名目総生産・純生産（兆円）

 

バブル崩壊 
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Ⅰ－東京の都市構造の大転換はバブル崩壊期からはじまった 

 

1．人口と地価動向に表出する都市構造の転換。 

都市の発展や都市構造の変化は、経済トレンドや人口動向を数値的に確認することで認識することができるが、

都市構造変化を最も明瞭に認識することができるメルクマールとなるのは『人口動態』の変化である。 

地域の人口の増減、転出入などの変化が都市インフラ（＊）に大きな変化を与えるきっかけとなるからだ。 

（＊）インフラはインフラストラクチャーの略で、もともとは「下部構造」 

という意味。道路・鉄道・上下水道・送電網・港湾・ダム・通信 

施設など「産業の基盤となる施設」をさし、広い意味では学校・ 

病院・公園・福祉施設など「生活の基盤となる施設」もさす。 

東京の人口を見ると、戦後、東京都区部の人口が急増し、

1970年頃まで人口成長ベクトルは右肩上がりが続いた。し

かし、1964年開催の東京オリンピック以降 1970年頃から

1990年までの約 20年間は東京都区部の人口成長ベクトル

は下向きが続いた。そして 2000年前後から人口成長ベクト

ルは上向きになっている。郊外へと向かっていった長期的な

東京の人口の流れは止まり、都心回帰が起こっている。 

その視点からみると、東京の都市構造の大転換は二回ほ

どの大きな転換期が見て取れる。第一回目は、戦後 1970年

頃まで一貫して人口（昼間人口）が東京に集中し、大量生産

大量消費による高成長の流れを受けた 1960、1970年代の

東京である。高成長と先進国、ニューファミリーという名のもとに社会インフラが整備された。大転換期の二回目は、

人口減少が始まりバブル経済とその崩壊を経験して低成長経済へと大転換した 1990年前後である。 

都市構造の変化を読み取るためのもう一つのメルクマールとなるのは『地価』の動向である。 

人口の増減動向は住宅の需給関係動向と相互に影

響しあう。東京の住宅地の地価動向と人口動向の関係

をグラフ化してみると、その関係は反比例の関係がみら

れる。 

東京の地価は、高度経済成長、列島改造、オイルシ

ョックを経て 1980 年後半のバブル景気まで高騰が続き、

1980～1990年代には地価や物価が世界でもトップレベ

ルとなるが、住宅事情に多大な影響を与えた。 

しかし、1990年代中頃から東京だけでなく全国で地

価は暴落し、今日でも地価は低水準にとどまっている。 

地価は下がらないという「土地神話」の崩壊は、都市

生活の劇的な崩壊にもつながっている。 

都市生活の大前提である居住、就業・通学、消費などが 1995年前後から大きく変わり始め、土地神話の崩壊は

都市生活の大転換を促した。その結果、都市生活の足元である各エリアの立地そのものの条件変化が生じ、地域

の経済や街の姿も大きく変えた。都市構造・都市インフラは 1990年前後を機に転換し始めている。 

▼1980～90年代に激変した東京区部の人口

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E4%BE%A1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E4%BE%A1
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２．都市交通のインフラの変化は都市の変貌と化す。 

都市が大きく変わったことを確認するには人口データや

地価データが欠かせないことは上述した通りだが、我々の

身近な日常生活では都市交通の変化が都市の変化を促す

という認識が強く持たれている。 

東京の都市構造を大きく変えたのは地下鉄網と言っても

言い過ぎではない。1970年代と 2015年現在の地下鉄路線

図を見れば一目瞭然である。1970年代はもはやそこに都

市を見ることが出来ないくらいだ。 

交通インフラが生産性や経済成長を決定する重要な要

素の 1つであることは認識されている。実際、交通インフラ

が適切に提供されないと、労働人口の移動や物資輸送、

市場の拡大などが制限されるために地域経済のパフォー 

マンスを低下させる。そのため、交通インフラの改善による

交通費用の低下やアクセシビリティの向上は、間接的に雇

用増加や教育・健康状態の改善を通して労働生産性の向

上にもつながる。また、生活環境の改善やアメニティの向

上といった「生活の質の向上効果」のほか、移動時間の短

縮等による「生産性向上効果」といった社会のベースを高

める効果がある。また、交通インフラの充実は、企業立地

の各地域間におけるアクセス性の向上、地域経済の発展

や生活環境の改善に結びつきやすく、効果をさらに高める。

以上のような交通インフラによる社会経済効果を享受してきたのが東京である。徳用の地下鉄は東京の

交通地域格差をなくし、網の目のような地下鉄網は市民生活の足となっている。 

東京ほど電車が便利な都市は日本では他にはなく、海外にもない。東京の鉄道網は市街地のあらゆる

場所をカバーしており、移動手段として便利である。東京、ニューヨーク、ロンドンの地下鉄を比較すると東京の

地下鉄の密度には驚かされる。 

東京の地下鉄は、東京メトロが 9路線 195.1km、都営地下鉄が 4路線 109.0kmあり、合計は 304.1km。東京の地下鉄

網は、愛知県や宮城県に到達するほど長い。1927（昭和 2）年 12月 30日、現在の東京メトロ銀座線にあたる「浅草～上

野」間の 2.2kmが開業。これが日本で初めての地下鉄

で、それから 87年を経て東京の地下鉄路線網は

304.1km と、およそ 140倍となり、東京都民あるいは東

京で働く・学ぶ人たちの足となった。2016年 3月現在、

東京 23区内で東京メトロの路線もしくは駅（他社管理

駅含む）が存在しない区は大田区・世田谷区・葛飾区

のみである。ただし、これら 3 区にも他社線乗り入れの

形で東京メトロの車両が乗り入れている。 

 

▼1965～1969年の地下鉄も 

 

▼2015年の地下鉄網 

 

地下鉄について 東京 ニューヨーク ロンドン 

1日の乗客数 (万人) 863 468 321 

路線数 13 24 11 

走行距離 (km) 304 1061 402 

1駅当たりの乗客数(万人) 3.1 1.0 1.2 

出所：交通関係統計等資料 最新統計表、日本地図センター 全国の沿

線・駅の数（平成 24年度）など 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E7%94%B0%E5%8C%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%94%B0%E8%B0%B7%E5%8C%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%91%9B%E9%A3%BE%E5%8C%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%91%9B%E9%A3%BE%E5%8C%BA
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Ⅱ－1970年代の東京 経済で輝いた都市生活の黄金期 

 

「職」は都会、「住生活」は郊外、「移動」はマイカーのライフスタイルを楽しむ都市生活。 

 

1964年、アジアで初めてのオリンピックが東京で開催。同年には東海道新幹線も開通。1968年にはＧＮＰ（国民総

生産）で世界第 2位となる。東京オリンピックは敗戦から大きく変わった日本を世界にアピールした。 

1970年頃の都市生活を見ると、車社会の到来、冷蔵庫やクーラーなどさまざまな電化製品の普及で日常生活は

一変し、快適なものへと変わっていった。都市部で路面電車が次々に廃止される。東京などの大都市では地下鉄の

整備が進む。都市部で高層建築物が次々着工され、マンションも多数建設されはじめる。 

家電やマイカーが家庭に浸透し、国民の間に中流意識が芽生えた。1973年の総理府による世論調査では、所得

にかかわらず自らを「中」だと答える割合が 90%になり、「一億総中流化」が意識の面では完成した。ホワイトカラー層

の増大、農村地域から都市への人口流入、核家族化の進展は決定的となり、日本全体が現代以前へと後戻り出来

なくなった。 

住宅も郊外新興住宅地や団地など今に至る標準が生まれた。またプレハブ住宅（工業化住宅）が本格化した。都

会では高層ビル街の「新宿」、若者文化の「渋谷」が人気を呼ぶが、団塊であるニューファミリーに「職は都会、生活

は郊外、移動はマイカー」のライフスタイル志向が強まる。このライフスタイルの浸透は東京の各エリアを大きく変え

ることにつながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼東京は都心ゾーン、住工混在ゾーン、居住ゾーンの三つのブロック化が進行 

1970年 昼夜間人口比率 

ゾーン エリア 1970 年 区部=100 ゾーン エリア 1970年 区部=100 

都心 

ゾーン 

 

千代田区 1,152 975  

住工混在 

ゾーン 

荒川区 98 83 

中央区 608 514 大田区 97 82 

港 区 268 227 板橋区 95 80 

副都心 

ゾーン 

 

台東区 152 129 目黒区 93 79 

新宿区 152 128  

新しい居住 

ゾーン 

北 区 89 76 

文京区 143 121 足立区 89 75 

渋谷区 140 118 江戸川区 88 74 

区部 118 100 葛飾区 87 74 

住職混在 

ゾーン 

墨田区 114 96  

古くから居住

ゾーン 

世田谷区 85 72 

江東区 110 93 練馬区 79 67 

品川区 108 91 中野区 76 65 

豊島区 107 90 杉並区 76 64 
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トピックス  1970年の新しい東京の象徴の街となった新宿副都心 

遠くからでも目に見える形で昭和の発展を知らしめてきた西新宿。ビルの建設開始から 60年経過した現在、もうビ

ルを建てる隙間がないほど、ぎっしりといくつもの高層ビルが建ち並んでいる。日本初となった超高層ビルは「京王プ

ラザホテル（本館 178 メートル）」で、1971年 6月 5日に開業した。その後、京王プラザホテルの高さを追い抜いたの

が 1974年 4月に完成した「新宿住友ビル」。そして、1974年 6月に「KDDIビル」、1974年 9月に「新宿三井ビル」、

1977年3月に「安田火災海上保険本社ビル」、1978年5月に「野村ビル」、1979年10月に「新宿センタービル」、1982

年 10月に「新宿 NSビル」と続いた．東京都庁舎の建設が始まったのは、この 8年後のこと。昭和の最後 1988年 4

月に着工、1990年 12月に竣工した。 

1972年の東京の小売業年間販売額では新宿区（副都心）が中央

区（銀座）に次いで第二位となり、日本橋のある千代田区を上回っ

た。また、ＪＲの主なターミナル駅別年間乗車人員(1975年）は断トツ

1位に輝いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ▼1972年 東京の事業所 

   エリア 従業者数  エリア 事業所数 

1位 千代田区 755,485 大田区 38,920 

2位 中央区 685,589 台東区 34,786 

3位 港区 524,201 中央区 33,206 

4位 大田区 374,599 足立区 28,965 

5位 新宿区 360,972 港区 28,788 

6位 台東区 275,404 新宿区 28,445 

7位 品川区 260,034 品川区 28,372 

8位 江東区 225,913 千代田区 26,371 

9位 足立区 203,716 墨田区 25,724 

10位 墨田区 203,482 葛飾区 23,373 

11位 板橋区 201,237 世田谷区 22,874 

  区部計 5,919,474 区部計 551,721 

▼小売業年間販売額 1972 年 （百万円） 

 
エリア 販売額 シェア 

 
区部計 3,059,097 100.0 

1位 中央区 403,208 13.2 

2位 新宿区 340,444 11.1 

3位 豊島区 216,445 7.1 

4位 千代田区 210,326 6.9 

5位 台東区 185,337 6.1 

6位 大田区 172,352 5.6 

7位 渋谷区 161,974 5.3 

8位 世田谷区 144,201 4.7 

9位 品川区 113,925 3.7 

10位 足立区 98,358 3.2 

▼ＪＲ主な東京のターミナル 駅別年間乗車人員 

1975年：千人 

  1975年 1975／1965 2015年 2015／1975 

新宿駅 238,867 168％ 278,176 116％ 

池袋駅 163,383 113％ 203,782 125％ 

東京駅 138,942 96％ 159,076 114％ 

渋谷駅 119,541 115％ 136,238 114％ 

上野駅 63,865 105％ 66,461 104％ 

品川駅 34,806 123％ 132,297 380％ 
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Ⅲ－東京の現在（2015年） 都心部に再集中しはじめた経済と人口 

 

バブル崩壊を機に、東京は高密度な都市生活が可能なエリアが拡大する都市に。 

 

  1991（平成 3）年にバブル景気が崩壊し、資産価格（株価、地価）が一気に下落した。これがのちに「バブル崩壊」

と呼ばれ、現在に至るまでの長い停滞の始まりになる。 

バブル崩壊後の日本経済は、日本的経営慣行が覆され、「リストラ」と称した整理解雇ブームが始まり、終身雇用

制度が崩壊し始め、人件費も抑制さ

れ、1990年代後半にはデフレーショ

ンが発生。日本は戦後、日米安保条

約の下、安全保障にはおカネをかけ

ず、ひたすら経済成長の道を突き進

んだ。だが、その目標はバブル崩壊

とともに失ってしまった。 

1991（平成 3）年のバブル崩壊以降

は、「経済変革期」、「失われた 20年」、

「低成長期」、「経済停滞期」などと呼

ばれる。この間の実質GDP成長率は、

年平均で 1.0 %である。 

都市生活を見るとパソコンや携帯

電話などが普及しＩＴ面では大きな進歩があったが、1990年代の人々の日常生活は、戦後（1945年）から 1970年ま

での 25年間と比べると“変化度”ではおとなしい。日本経済の成熟化を示すものという論評もある。しかしこの数年は、

2012年に安倍内閣が①機動的な財政支出、②大胆な金融緩和、③成長戦略の3つの柱で構成されるアベノミクスと

称する政策を打ち出した。大胆な金融緩和によって、為替レートの円安が進み、また、株式市場が活況を呈し、大企

業を中心に景気回復の兆しが見られた。量的緩和政策で、インフレへの転換と景気浮揚が図られている。しかし、デ

フレからの脱却への道筋はまだ見えない。 

2020年の再度のオリンピック開催で生まれ変わるといわれる現在の東京の各エリアでは 1990年以降どのような

変化が起きているのか。ここでは、地域の都市インフラの基礎データでもある地域の昼夜間人口の推移、小売業年間販

売額の推移、事業所・従業者数の推移、住宅地や商業地の地価動向などのデータを利用し、高成長末期の 1970年前後と 2015

年現在のデータをもとに比較分析することから東京のエリアの変貌を見てゆく。 
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１）事業所の分布から見るエリアの変貌 

立地は事業所の業種によって特徴づけられる。従業者は都心及び副都心エリアに集中。 

 

東京の事業所を産業別・区市町村別にみると、「台東区」、「大田区」など工場地帯の事業所が減り、全産業計で

都心地域と「新宿区」で 2割強を占めるようになった。多くの業種で「千代田区」、「中央区」、「港区」の都心地域が上

位となっているが、「建設業」、「製造業」といった第 2次産業や「運輸業、郵便業」では城東地域が上位を占め、「生

活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」といった生活に密着した業種では、「世田谷区」や

「大田区」など人口の多い地域での割合が高くなっている。「千代田区」、「中央区」、「港区」の都心 3区には、都内会

社企業の 約 2割が集積し、そこで全従業者数の半数近くの人が働いている。働く場の東京都心集中は進む。 

 

 

▼東京都区部事業所数ランキング ▼東京都区部従業者数ランキング 

大田区、台東区、品川区、墨田区はダウン 

大幅にアップする都心 3区と新宿区、世田谷区 

都心区、副都心区に集中 

中央区（多くの企業が他区へ流出）はダウン 

 
エリア 1972年 エリア 2014年 

 
エリア 1972年 エリア 2014 年 

 
区部 551,721 区部 526,748 

 
区部 5,919,474 区部 8,066,791 

1位 大田区 7.1 港区 7.5 1位 千代田区 12.8 千代田区 12.9 

2位 台東区 6.3 中央区 7.2 2位 中央区 11.6 港区 12.6 

3位 中央区 6.0 千代田区 6.5 3位 港区 8.9 中央区 9.4 

4位 足立区 5.2 新宿区 6.4 4位 大田区 6.3 新宿区 8.6 

5位 港区 5.2 大田区 6.0 5位 新宿区 6.1 渋谷区 6.2 

6位 新宿区 5.2 世田谷区 5.5 6位 台東区 4.7 品川区 5.1 

7位 品川区 5.1 渋谷区 5.4 7位 品川区 4.4 江東区 4.7 

8位 千代田区 4.8 足立区 4.9 8位 江東区 3.8 大田区 4.7 

9位 墨田区 4.7 台東区 4.6 9位 足立区 3.4 世田谷区 3.6 

10 位 葛飾区 4.2 江戸川区 4.1 10位 墨田区 3.4 豊島区 3.5 
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２）小売業年間販売額から見る東京エリアの変貌 

渋谷・六本木・丸の内が浮上、銀座・日本橋の復活なるか。 

 

東京都区部の小売業の年間販売額は 1990年頃をピークに下降し始めているが、それは東京都区部人口の減少

が大きく影響いている。しかし、年間販売額が年々縮小する中。東京都区部内のエリア同士の地域間競争は激化し、

かつて 1970年代の東京の消費や娯楽などをリードし続けた新宿が相対的に伸び悩み、代わって大型の商業施設や

地下鉄路線の拡充があった「渋谷区」、「港区」の東京における商業的ポジションが上がった。またこの約 50年間で

の成長ぶりを見ると、人口も確実に増え、なおかつ新たな商業施設が増えた「港区」、「江東区」、「渋谷区」が販売額

を伸ばしたが、一方、銀座のある「中央区」や、池袋がある「豊島区」は、小売業年間販売額伸び率ランキング 10に

も入っていない。 

 

▼小売業年間販売額ランキング 2014 年  販売額と東京区部でのる占有率 
 

▼小売業年間販売額 エリア別 

増加率ランキング 

  小売業年間販売額（10万円） 同占有率（東京区部計＝100） 
  

 
エリア 2014年 2014年 1972年 1972－2014 

  
エリア 2014／1972 

1位 中央区 1,503,894 12.1 13.2 -1.1 
 

1位 港区 12.9 

2位 新宿区 1,321,570 10.6 11.1 -0.5 
 

2位 江東区 7.5 

3位 渋谷区 1,113,584 9.0 5.3 3.7 
 

3位 渋谷区 6.9 

4位 千代田区 908,058 7.3 6.9 0.4 
 

4位 杉並区 5.6 

5位 港区 845,709 6.8 2.1 4.7 
 

5位 練馬区 5.2 

6位 豊島区 785,075 6.3 7.1 -0.8 
 

6位 江戸川区 5.2 

7位 世田谷区 584,424 4.7 4.7 -0.0 
 

7位 足立区 5.1 

8位 大田区 583,100 4.7 5.6 -0.9 
 

8位 千代田区 4.3 

9位 江東区 530,531 4.3 2.3 1.9 
 

9位 墨田区 4.2 

10 位 足立区 504,967 4.1 3.2 0.8 
 

10位 世田谷区 4.1 
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３）公示地価からみる東京エリアの変貌 

未だ地価上昇に難あり。都心部周辺に上昇の兆し。マンション価格との折り合いが課題に。 

 

東京都の公示地価基準地の平均価格は 1987～1990年のバブル絶頂期に商業地と共に住宅地も高騰し続けた。

しかし、「失われた 10年」と呼ばれる 1991～2000年の

バブル崩壊期には、東京の土地価格は、坂を転げ落

ちるように右肩下がりに下落した。各地で底を打つの

は政府の月例経済報告で景気の底入れ宣言があった

2002年より 2年後の 2004～2005年まで待たなければ

ならなかった。 

バブル崩壊以降、5 年後には高騰した地価は底を

打つが、しばらくは、地価は低迷を続けた。 

その後、小泉政権が誕生し、共同住宅に対する容

積率制限の緩和政策や不動産証券化を促す SPC 法

の施行等、数々の中心市街地への不動産投資を促す

政策が実施され、また、金融機関、不動産会社等のバ

ブル期の過剰な投機的投資で被った不良債権処理の収束、そして、ゼロ金利政策で金余り現象が起き、各金融

資本が投資機会を求めていたことが重なり、再び中心市街地への不動産開発が活発化した。また、人口の都心回

帰が本格化している。この影響で、東京の基準地平均価格は 2004 年以降上昇に転じ、2008 年には、バブルが始

まる前の 1883年の平均価格水準に対して、23区内の商業地で 169％（727万円/坪）、住宅地で 161％（185万円/

坪）、23 区以外の商業地で 108％（179 万円/坪）、住宅地で 112％（72 万円/坪）となった。都内全域で 1883 年の

平均価格水準を上回る価格となった。 

 

 住宅地公示地価 1990年・2015年 商業地公示地価 1990年・2015年 

バブル時ランキング 1990 年 2015年 2015/1990  1990年 2015年 2015/1990 

1位 千代田区 9,080,000 2,113,300  -76.7  中央区 19,135,000 6,921,900  -63.8  

2位 港区 5,379,300 1,475,400  -72.6  港区 18,058,800 3,521,500  -80.5  

3位 中央区 3,750,000 1,013,900  -73.0  千代田区 17,511,500 5,901,100  -66.3  

4位 渋谷区 3,126,800 1,046,600  -66.5  渋谷区 16,651,700 3,985,600  -76.1  

5位 新宿区 2,023,700 640,000  -68.4  新宿区 16,084,700 3,542,000  -78.0  

6位 目黒区 1,785,700 797,900  -55.3  豊島区 9,824,600 1,596,200  -83.8  

7位 文京区 1,583,600 775,400  -51.0  23区特別区 8,507,700 2,226,200  -73.8  

8位 品川区 1,544,700 654,300  -57.6  品川区 6,487,100 1,296,300  -80.0  

9位 台東区 1,475,000 718,300  -51.3  台東区 6,237,100 1,277,500  -79.5  

10位 大田区 1,384,200 472,200  -65.9  文京区 5,898,200 1,101,600  -81.3  

11位 豊島区 1,342,700 484,700  -63.9  目黒区 5,623,800 1,467,300  -73.9  

 23特別区 1,297,900 518,600  -60.0  中野区 3,774,500 874,300  -76.8  

12位 世田谷区 1,227,900 534,900  -56.4  大田区 3,664,100 740,400  -79.8  
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４）昼夜間人口動向から見る東京エリアの変貌 

強まる時間価値が重視される生活。職住近接で便利な都心隣接エリア。 

 

「昼夜間人口比率」を見ることで、その街の特性が分かる。昼夜間人口比率が 100より大きい街は、会社や学校が

多く、人が通ってくる街。逆に 100より小さい街は、昼間は街の外に

出た人が、夜に戻って休むための街。 

東京 23区の昼夜間人口比率を見ると、中心部の比率が高く、周

辺に行くほど同心円状に低くなってゆく。中心に近い、「千代田区」、

「中央区」、「港区」、「渋谷区」、「新宿区」の 5区では、昼夜間人口

比率が 200 を超え、特に「千代田区」は、昼夜間人口比率が高く、

住んでいる人の 14倍もの人が昼間に流れ込んでいる。中心の 5区

以外では、「文京区」と「台東区」が 150 を超えており、他の地域か

ら通勤通学してくる場所となっている。 

23区内でも周辺の区は、昼夜間人口比率が 100 を切っており、

ベッドタウン的な性格が強くなってゆく。なお、23区に流れ込んでく

る人は他県にも及んでおり、周辺の県では昼夜間人口比率が 100

を切っている。ちなみに、県別の昼夜間人口比率を低い方から見る

と、埼玉県が最も低く、2番目が千葉県で、4番目が神奈川県。東

京都、特に 23区の昼間人口を集める力の強さが分かる。 

1970年当時と 50年後の現在を比較してみると、「港区」、「新宿区」、「渋谷区」、「豊島区」で東京区部平均 1.16倍を

大きく上回る増加がみられた。圧倒的であった「千代田区」、「中央区」についいては夜間人口が回復してきた影響で

昼夜間人口比率は下がり気味となっている。 

▼昼夜間人口比率からみる        東京は昼夜間人口比率格差が拡大し、東京は２つに地域分割 

ゾーン 行政区 1970 年 2015年 
2015／1970 

・倍 
ゾーン 行政区 1970年 2015年 

2015／1970 

・倍 

  区部平均 118 137 1.16 

多くの事業所と居

住地が混在する

ゾーン 

  

墨田区 114 112 0.99 

 
目黒区 93 112 1.20 

居住性も高まる 

ものの業務地化

も進み一体化  

するゾーン 

・都心エリア 

・副都心エリア 

・準都心エリア 

 

千代田区 1,152 1,568 1.36 中野区 76 103 1.35 

中央区 608 458 0.75 北 区 89 102 1.15 

港 区 268 423 1.58 大田区 97 101 1.04 

新宿区 152 266 1.75 荒川区 98 101 1.03 

渋谷区 140 259 1.85 

居住地として成熟

化してゆく    

ゾーン 

  

  

世田谷区 85 100 1.18 

文京区 143 173 1.21 板橋区 95 97 1.02 

台東区 152 172 1.13 足立区 89 94 1.05 

豊島区 107 164 1.54 杉並区 76 90 1.18 

品川区 108 151 1.39 練馬区 79 86 1.09 

江東区 110 129 1.18 江戸川区 88 86 0.98 

資料：各年国政調査 葛飾区 87 86 0.98 

都心部の比率が高い昼夜間人口比率（：総務省） 
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Ⅳ－2020年ポスト東京 職住近接の居住エリアの地域間競争が勃発 

東京の各エリアで『職住に関する生活の価値観』で立地条件の評価に大きな影響が。 

 

現在、都心では、国家戦略特別区域法に基づき国家戦略特別区域が指定され、国際的な経済活動拠点の形成

が促進されている。センターコアエリアにおいては、六本木・虎ノ門地区をはじめとした開発プロジェクトが進められて

いる。 また、社会経済情勢の変化等を踏まえ、平成 26年 12月に改定された「都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針（都市計画区域マスタープラン）」において、東京の都市構造として、身近な圏域では交通結節点などを中

心に市街地を集約型の地域構造へと再編することを目指すとされている。 

 

１）オリンピック後も進む東京の大規模再開発―東京の代表的な業務・商業エリア― 

2025 年までの 10 年間で、東京駅周辺（大手町、丸の内、有楽町、京橋、八重洲、日本橋）に供

給されるオフィスの貸室面積は約 154 万平方メートル。これは東京ドーム約 30 個分の広さにあたり、

2015 年末の貸室面積の 4 割相当分が 10 年で増える計算。オフィスビルの建設が進むエリアの周辺

では空室率が上がる傾向があり、生き残りをかけて、オフィスビルのままにしておくより需要が見込め

る用途に変えるビルが増えてきた。中央区ではオフィスビルをホテルなどの宿泊施設に改修するケー

スが目立ってきた。  

 

２）山手線沿線は大型再開発が目白押し 

山手線沿線は大型再開発が目白押しで、将来への期待も高まっている。大手町では 186 万平方メート

ルの連鎖型再開発プログラムが進行中。日本橋、八重洲、京橋でも多数の計画がある。「新橋～品川」間

ではニュー新橋ビル、東芝本社ビル、世界貿易センタービルの建て替え計画。田町駅、品川駅それぞれの

駅周辺でも再開発計画がある。 

渋谷駅周辺では東急グループを中心とした超大型の再開発が行われている。また、渋谷区役所と渋谷

公会堂の建て替えが予定されており、タワーマンションの建設も計画されている。新宿駅周辺では、小田急

グループが意欲を見せている西口駅前の再開発計画がある。池袋駅周辺も豊島区役所跡地にオフィス・

▼注目される主な再開発地域  

(1）大手町 2丁目、 

常盤橋の 

再開発 

地下 5階、地上 61階建て 390mの 

日本一高いオフィスビルのほか、複数 

のビルが建つ計画。17年度街区全体 

着工、27年度街区全体完成。 

(4)虎ノ門エリア 「国際新都心」計画。日比谷線新駅開設。 

虎ノ門ヒルズ西側に虎ノ門ヒルズの隣接 

地に 3棟の超高層ビルが計画され、うち 

1棟は住宅。 

(2)八重洲エリア 八重洲通り周辺など 4地区に、5棟の 

超高層を含む 7棟のビルが建つ計画 

が進行中。 

(5)品川と渋谷 ・品川－田町間の新駅開業、周辺の再開発 

計画品川駅はリニア中央新幹線の起点。 

・渋谷駅周辺は 18年から再開発ビルが次々 

とオープンする予定。 

(3)新橋エリア  駅西口の再開発モノレールを新橋まで

延伸したり、BRT（バス高速輸送システ

ム）起点を新橋駅とする計画。 

（6）その他 ・目黒駅前の大規模再開発が始動。 

・中野がイメージチェンジ、駅前も新街区へ移 

動。 

・四谷エリア初の駅前大規模再開発が着工。 
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商業棟の建設計画があるほか、西口駅前も再開発の計画がある。さらに西日暮里駅でも駅前再開発が

予定されており、商業施設・公共施設・住宅の複合開発となる予定だ。  

オフィスには 2020 年問題を抱えているが、新築マンション 

の建設計画も多く、経済環境や人口動態の変化に伴い、再開発

が大規模マンションに偏ってきたのが実態だ。 

5年ごとの件数で見ると、タワーマンションを伴う事業は1990年代

前半に 15％だったが、2016～2020年は 49％に上昇。こうした再開

発地区の延べ床面積に占める住宅比率も 64％と過去最高になる

見込み。再開発によるマンション供給は計 9万 2,000戸と、現存する

超高層物件の 4分の１に積み上がる。 

 

 

３）注目される山手線と東京メトロ 

東京都が 2015 年の国勢調査を基に昨年 11 月に発表した人口推計によれば、東京都の人口のピーク

は 2025 年で、2014 年に作成した人口推計から 5 年後にずれ込んだ。マンション開発が進み、都心部への

人口流入が増えたことが影響したようだ  

 

▼首都圏の鉄道､沿線人口の増減率ランキングで山手線沿線が人気に。 

国土交通省は JR や私鉄の各路線を 22 に分けて、それぞれの路線の沿線人口が 2005～2035 年

の 30 年間にどのように変化するかを分析したリポートを 2012 年に発表している。 

それによれば、夜間人口（常住人口）増減率のトップは東急田園都市線。2 位は JR 山手・東京メト

ロ沿線の 10.4％。JR 山手線沿線という抜群の立地にタワーマンションが続々と建設されている。高額

にもかかわらず人気が高いのは、夫婦の所得を合わせると手が届く、夫婦共働き世帯を中心に売れ

ているからのようだ。JR 山手線沿線や東京メトロ沿線は交通利便性が高い点で、子育て世帯に支持

されている。 

なお、常住人口の鉄道利用動向を見る指標の 1 つが、定期券の利用状況だ。日本民営鉄道協会

が各社の状況を調べたところ、2015 年度から 2016 年度の 1 年間における定期券利用者伸び率のト

ップは東京メトロの 2.38％ 

 

▼JR山手線が｢住みたい沿線｣で首位に。 

JR 山手線は、東京、新宿、渋谷、池袋、上野といった都心の主要なターミナル駅を結ぶ。その他の

JR 線や私鉄からこれらのターミナル駅で乗り換えて、JR 山手線沿線にある通勤先に向かうと言う人

は多い。JR 山手線はオフィスビルの林立する都心の移動路線だ。そんな JR 山手線沿線に住むという

イメージは湧きにくいかもしれないが、「suumo(スーモ)」の「住みたい街ランキング」では、2016 年の路

線別 1 位は JR 山手線。自由が丘や田園調布を抱える東急東横線、吉祥寺が人気の JR 中央線を

上回る。 

駅別で見ると 1 位の恵比寿駅を筆頭に、6 位目黒駅、7 位池袋駅、8 位新宿駅、9 位東京駅と、上

位 10 駅のうち半数の 5 駅を山手線が占める。2010 年は 6 位新宿駅、7 位恵比寿駅、8 位池袋駅の

3 駅のみのランクインだったが、JR 山手線の評価が高まっている。「シングル、DINKS といった職住近

▼最近開業した都心部の主な大型ﾋﾞﾙ 

2012年 渋谷ヒカリエ 渋谷区 

2014年 虎ノ門ヒルズ 港区 

2014年 大手町タワー 千代田区 

2015年 東京日本橋タワー 中央区 

2016年 東京ガーデンテラス紀尾井町 千代田区 

2016年 大手町フィナンシャルシティ 千代田区 

2016年 JR新宿ミライナタワー 新宿区 

2017年 銀座 6丁目銀座シックス 中央区 
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接を望む層が交通利便性を重視していることの表れだ。品川駅、恵比寿駅、目黒駅周辺エリアは、フ

ァミリータイプのマンションも建設され、交通利便性の高い JR 山手線沿線での居住は好都合となって

いる。時間を重視する生活価値観に見合う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗降客数からみた JR 山手線（内回り外回り各駅動向） 

 

・成長著しい街⇒ 大崎駅、品川駅、恵比寿駅、浜松町駅、秋葉原駅  

⇛新業務。大型ビル街が立ち並ぶ。  

・衰退する街⇒ 神田駅、御徒町駅、鶯谷駅、田端駅、目白駅、有楽町駅  

⇛古い明治・大正・昭和の街。 

・伸び悩む街⇒渋谷駅、上野駅、新橋駅  

⇛高度経済成長時代・昭和時代の東京のターミナル駅。  
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４)まとめ 

マンションの都心回帰が鮮明で、居住できる土地（可住地）に占めるマンションの敷地の割合は東京都区部で

4.98％と 10年間で 1.02ポイント上昇し、都心部では 9％近くに達する区も出てきた。 

消費者の「職住近接」志向の高まりで都心部のマンションの人気が高まり、不動産会社の分譲も集中。新築や中

古の価格高騰の原因にもなっている。東京カンテイ（東京・品川）が三大都市圏の昨年 9月時点のマンション敷地の

割合をまとめたデータを見ると、東京都「渋谷区」の 8.90％が最高で、2007年に比べ 1.46ポイント上昇。高級住宅街

の広尾などで大型マンションの分譲が進んだ。「中央区」も 6.07％と 2.03ポイント上がった。日本橋地区でも中小型マ

ンションの開発が目立つ。「新宿区」、「文京区」も敷地割合が高まった。皇居のある「千代田区」を除いて東京都心部

は軒並み 6％を超えた。 

仕事にも子育てにも忙しい共働き世帯が増えたことで、職場に近い大都市中心部のマンション需要は高まってい

る。マンション中心の再開発は住民獲得には最適だが、長期的かつ広域的に都市の魅力を高めているのか。これか

らは大都市圏でも高齢化が深刻になり、財源も限られてくる。交通ネットワークや公共施設、医療・福祉施設などと調

和のとれた都市空間を追求する必要がある。 

多くの人は混雑する電車で長時間通勤するよりも職住近接を望んでいる。バブル崩壊による地価下落で都心部に

も共同住宅を建てやすくなった。都心部に主要な職場がある以上、周辺に建設されるタワーマンションは都心居住の

要求を満たしている。東京は複数の環状道路に囲まれ、中心部は地下道でつながる。ニューヨークやロンドンにもな

い高機能の都市だ。経済拠点として稼ぐ力と国際都市の価値も高める必要がある。                 

以上 

第十一回レポート/了 


